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愛知県の労働行政

2024年11月６日（水） 愛知学院大学

愛知県労働局労働福祉課
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愛知県労働局の組織

労働局長 労働福祉課

就業促進課

産業人材育成課

技能五輪・アビリンピック推進室

【分室】 ヤング・ジョブ・あいち（あいち若者職業支援センター）
あいち障害者雇用総合サポートデスク

名古屋高等技術専門校

窯業校

岡崎高等技術専門校

東三河高等技術専門校

【分室】 労働相談コーナー
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県内の労働情勢
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資料出所・あいちビジョン2030

県内の労働情勢

（１） 本県の年齢４区分別人口の見通し（出生率が現状（2020年当時1.54）程度で推移する場合）
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生産年齢人口は、2020年から
の40年間で約60万人減少

2040年の高齢化率 ３１.９％



資料出所：法務省「在留外国人統計」

県内の労働情勢

（２） 本県の外国人住民数の推移 （３） 在留資格別住民数と割合
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資料出所・愛知県労働局

県内の労働情勢

（４） 有効求人倍率 （５） 学生の就職内定率（大学・短大計）

資料出所・厚生労働省愛知労働局
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就職氷河期

リーマンショック



資料出所・厚生労働省愛知労働局

県内の労働情勢

（６） 新規学卒者の離職状況

【大学卒】 【短大等卒】

【高卒】
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県内の労働情勢

（７） 本県の全国地域ブロック別の転出入の推移

資料出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」 ※日本人のみ

東京圏に対しては転出超過が続いており、近年では拡大傾向。
また、関西に対しては 2020 年に、東京圏以外の関東及び九州・沖縄に対しては
2021 年に転出超過に転じている。



県内の労働情勢

（８） 年齢階級別有業率の推移（Ｍ字カーブ）

資料出所：厚生労働省 令和４年賃金構造基本統計調査 10

くぼみが浅くなっている



県内の労働情勢

（10） 男女の賃金格差

（９） 正規の職員・従業員割合
（L字カーブ）

資料出所：厚生労働省 令和４年賃金構造基本統計調査 11



資料出所：厚生労働省愛知労働局

県内の労働情勢

（11） 最低賃金の推移（愛知県）
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資料出所・愛知県労働局

県内の労働情勢

（12） 年次有給休暇の付与日数、取得状況
（労働者１人平均）

（13） テレワークの導入状況（企業割合）
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県内の労働情勢

（14） 育児休業取得率の状況 （15） 男性従業員の育児休業の取得期間

資料出所・愛知県労働局 14

１か月未満が約６割



労働行政の基本方針
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労働行政の基本方針

＜労働行政の施策バランス＞
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労働行政の基本方針（『あいち産業労働ビジョン2021-2025』より）

＜計画の目標＞

危機を乗り越え、世界に輝く国際イノベーション都市へ

＜国際イノベーション都市づくりによる３つの目指すべき姿＞

①

②

③
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労働行政の基本方針（『あいち産業労働ビジョン2021-2025』より）

＜施策の柱（労働局関連）＞

18



労働福祉課の組織及び業務内容
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労働福祉課の組織

４グループで各種事業を実施 ※この他に総務・人事・広報Ｇ、予算・経理Ｇがある

• 局全般に関連する政策の調整及び局全般に関連する事
項の企画調整に関すること。

• （公財）愛知県労働協会に関すること。
• 労働者福祉施設に関すること。
• 労働条件等の調査に関すること。

企画・勤労福祉グループ

• 仕事と生活の調和の促進に関すること。
• 育児・介護休業に関すること。
• 男女の雇用機会均等に関すること。
• 若者職場定着支援に関すること。

仕事と生活の調和推進グループ

• 労使関係の安定促進に関すること。
• 働き改革・休み方改革の推進に関すること。
• 労働安全衛生の啓発に関すること。
• 労働教育に関すること。

労使関係グル－プ

• 労働相談に関すること。
• あいち労働総合支援フロアに関すること。
• 公益通報者保護制度に関すること

労働相談グル－プ
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※関係の深い他部局 県民文化局 男女共同参画推進課（女性の活躍促進）

福祉局 子育て支援課（少子化対策等）

観光コンベンション局 観光振興課（休み方改革）



企画・勤労福祉グループの主な業務内容

１ 労働者福祉施設（愛知勤労身体障害者体育館）の管理運営

湯沸室 休養室

談話室　ロビー

体
育
器
具
室

機械室

管理事務室

体　育　室

ピロティ屋根付駐車場

自転車置場

多目的室

女子
シャワー室
更衣室

男子
シャワー室
更衣室 女子便所

男子便所
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企画・勤労福祉グループの主な業務内容

２ 労働条件等の調査

【春季賃上げ要求・妥結状況調査】 【労働組合基礎調査】
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2023年推定組織率：20.4％ 前年比0.5ポイント低下

※推定組織率は雇用者数に占める労働組合員数の割合



仕事と生活の調和推進グループの主な業務内容

１ 男性育児休業の取得促進

（１） 中小企業向け奨励金（2023.9月～） （２） アドバイザー派遣

◆制度概要
養育する子が2歳になるまでの間に、男性従業員が育児休

業(産後パパ育休を含む)を通算14日以上取得し、当該従業員
が原職等に復帰した場合に奨励金を支給(1事業者1回限り)

◆奨励金の額 ※複数の従業員の取得日数を合算できない
取得期間 14日以上28日未満 50万円

28日以上 100万円

◆主な支給要件
ア 常時雇用従業員数が300人以下の法人又は個人事業主

(資本金の規模は問わない)
イ 愛知県内に本社を有すること
ウ 雇用保険の適用事業所
エ 就業規則に育児休業制度を設けている
オ 対象従業員の育児休業取得状況等について、自社のWeb
サイトでの公表又は社内報や職場での掲示等による社内への
公表を行うこと

カ 男性従業員の要件
・雇用保険の被保険者
・育児休業開始日の直前2か月以上雇用され、県内の事業所
に勤務し、かつ、復職後2か月以上雇用されていること

◆支給実績（累計）
50万円 222件 100万円 735件 計957件
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仕事と生活の調和推進グループの主な業務内容

２ 子育て女性等の再就職支援（ママ・ジョブあいちの運営）

ママ・ジョブ・あいち（あいち子育て女性再就職サポートセンター）では、出産・育児などで離職し、再び働きたいと考えている女性や、この
まま働き続けられるかと不安や悩みを感じている女性を多様なメニューでサポート。
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仕事と生活の調和推進グループの主な業務内容

３ テレワークの導入・定着支援（あいちテレワークサポートセンターの運営）

「あいちテレワークサポートセンター」は、テレワークの導入に関する相談対応、機器操作体験、情報発信等をワンストップで実施する拠点
として、県内中小企業等へのテレワークの導入促進と定着をサポート。

25



労使関係グループの主な業務内容

１ 働き改革・休み方改革の推進（愛知県「休み方改革」プロジェクト）

【我が国の現状①】
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労使関係グループの主な業務内容

【我が国の現状②】
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労使関係グループの主な業務内容

【我が国の現状③】
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愛知県「休み方改革」プロジェクト（2024）

2．休み方に関する課題認識

③ 日本の産業、特にサービス産業は、繁
閑差が大きいことから、人員等の最適
化が図りにくく、欧米に比べて生産性が
低い。

② 学校は祝休日が休みであるが、企
業の業種・職種や規模によって、親
が祝休日に仕事をしていることも多く、
家族が一緒に過ごす時間がつくりづ
らい。

3．「休み方改革」に向けた問題提起

③ 子どもの休みを契機に家族が一緒
に休める、家族の休みに合わせて子
どもも活動できる仕組みをどうつくっ
ていくか。

② 平均取得率6割程度に止まる有給
休暇の取得が進むよう、いかに環境
整備していくか。

① 土日祝日などの特定の日に国民が
一斉に休むのではなく、企業や個人
単位で休日を柔軟に設定できる環
境をどのようにつくっていくか。

１．「休み方改革」の目的

休み方改革を通じ、国民全体のワーク・ライフ・バランスの充実と生産性向上による日本経済の活性化の実現を目指す。

① 従業員の休暇満足度の向上は、生
産性や従業員の定着率の向上に
寄与する。
一方、日本には、祝休日は多くある
ものの、国民が一斉に休みを取るた
ため、質の高い休暇を
楽しむことができない。
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【政策企画局・観光コンベンション局】

2024年度 愛知県「休み方改革」プロジェクトの概要

【県民文化局】

①あいち県民の日（11/27）・あいちウィークを契機とした「休み方改革」の推進

 市町村･民間事業者への働きかけ
・ あいちウィーク期間中に、県民の日にふさわしい事業（施設の
減免等サービス、イベント等）の実施を働きかけ

【教育委員会】

 「県民の日学校ホリデー」の実施
・ 「あいちウィーク」期間中の平日１日を学校休業日に指定

27(水)26(火)25(月)24(日)23(土・祝)22(金)11/21(木)

県民の日勤労感謝の日

②家族と子どもが一緒に過ごせる仕組みづくり

あいちウィーク（2024年）

 「ラーケーションの日」の推進に向けた環境整備
・ 家族の休みにあわせ、子どもが校外での体験・探究の学びを実
践

【労働局】

③休暇を取得しやすい職場環境づくり

 休み方改革マイスター企業認定制度の推進
・ 年次有給休暇の取得及び多様な特別休暇の導入を積極的に推進している中小企業等を認定し、優遇措置などにより後押し

⑤地域が一体となった「休み方改革」の推進

 愛知県「休み方改革」イニシアチブ
・ 経済界・労働界・教育界と一体となって「休み方改革」を推進

【観光コンベンション局】

④平日や閑散期への観光需要のシフト

 ワーケーション促進事業の実施
・ 県のワーケーション促進に係る取組を紹介する特設サイトの開設、
企業と連携し、県内宿泊施設におけるモデル事業を実施

 「あいちスキ旅キャンペーン」の実施
・ SNS広告の拡充、宿泊予約サイトにおけるキャンペーン特設サイトの運営

 あいちウィーク（毎年11/21〜27）におけるイベント等の開催等
・ あいちウィーク啓発イベント(11/23･24)、県民の日を記念する催し (11/27)の開催
・ 公の施設の使用料等の減免

 全国知事会「休み方改革プロジェクトチーム」
・ 「休み方改革」を全国に発信するため、取組説明を実施。

 あいち・なごや周遊観光パスポート
・ 平日限定で、県内26の美術館・博物館等に各施設1回ずつ
入場できるチケットを発売（販売期間2024年7月22日〜
2025年1月31日）
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愛知県「休み方改革」プロジェクト

①あいち県民の日・あいちウィークを契機とした「休み方改革」の推進

あいちウィーク（11/21〜27）におけるイベントの開催

「あいち県民の日（毎年11月27日）」、「あいちウィーク（毎年11月21日〜27日）」に「あいち県民の日」に
ふさわしいイベント等を行うことで、家族と子どもが一緒に過ごすことができる環境づくりにつなげる。

〇 公の施設の使用料等の減免
平日を含む「あいちウィーク」期間中に、美術館や博物館を始めとした公の施設の利用に係る使用料等を減免し、多くの県民の方に地域
の自然、歴史、風土、文化、産業等について理解と関心を深めていただく機会を創出

（参考）あいち県民の日条例の概要（2022年12月23日公布・施行）
県民が、地域の自然、歴史、風土、文化、産業等についての理解と関心を深め、愛知への愛着及び県民としての誇りを持つ契機とするとと
もに、暮らし、教育、労働、経済、環境等が調和した輝く愛知の実現を期するため、11月27日を「あいち県民の日」と定めた。

公の施設の使用料等の減免

１ ＰＲ事業の実施
県民の日等の機運醸成を図るため、WebサイトやSNSによる情報発信のほか、公共交通機関を活用
した広告、インターネット広告等によるPR事業を実施する。

２ あいちウィークにおけるイベントの開催
県民の日等の趣旨を周知・啓発するため、あいちウィーク期間中に、啓発イベント（2024年11月23日

（土・祝）・24日（日））及び県民の日を記念する催し（2024年11月27日（水））を開催する。

３ 推進体制の運営
・「あいち県民の日」及び「あいちウィーク」の取組を着実に進めるため、庁内連絡会議を開催
・市町村や事業者等に「あいち県民の日」及び「あいちウィーク」に関連した連携事業の拡充を働きかけ
・ 「あいち県民の日」や「あいちウィーク」、 愛知への愛着や県民としての誇りについての意識調査を実施
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愛知県「休み方改革」プロジェクト

②家族と子どもが一緒に過ごせる仕組みづくり

「県民の日学校ホリデー」の実施

●子どもの休みを契機に家族が一緒に休める仕組み ●家族の休みに合わせて子どもが学校外で活動できる仕組み

○ 「県民の日学校ホリデー」は、学校教育法施行令第29条の「体
験的学習活動等休業日」とする。

愛知県内の公立学校（小・中学校、高等学校、特別支援
学校）に通う子どもたちが、保護者等とともに、校外（家庭や
地域）で、体験や探究の学び・活動を、自ら考え、企画し、実
行することができる「ラーケーションの日」を設ける。

「ラーケーション（learcation）」とは
ラーニング（learning）」（学習）と「バケーション（vacation）」
（休暇）を組み合わせた造語

○ 「県民の日学校ホリデー」にあわせて、保護者が子どもたちと一緒
に過ごせるよう有給休暇の取得を促す（保護者の休み方改革）。
あわせて、市町村と連携し児童クラブ、子ども食堂などの居場所づく
り。

○ 「ラーケーションの日（校外学習活動の日）」は、校外で
の 自主学習活動であることから、登校しなくても欠席となら
ない。
○ 保護者が、ラーケーションカードに記載された趣旨を踏まえて、
子どもと相談し、メール等で学校に届け出ることで、「ラーケーショ
ンの日」をとることができる。年３日まで（まとめてとることも可）。
○ 保護者等の休暇に合わせて「ラーケーションの日」を取得し、
一緒に社会学習を楽しむ（保護者の休み方改革）。
○ 「ラーケーションの日」をとったことで受けられなかった授業の内
容は、家庭において、事前あるいは事後に教科書等を用いて
自習する。
○ 県立学校及びモデル事業を実施し措置を希望する市町村
（2023年度18市町村→2024年度35市町村）に、校務
支援員を配置し、実施に伴う事務作業の負担を軽減。

愛知県内の公立学校（幼稚園、小・中学校、高等学校、特別
支援学校）は、11月21日から27日までの「あいちウィーク」の期
間中の１日を「県民の日学校ホリデー」に指定し、休業日とする。

「ラーケーションの日」（校外学習活動の日）の実施

「体験的学習活動休業日」とは
家庭及び地域における体験的な学習活動と、その他の学習のための休業日
〔導入の趣旨〕
・ 子どもたちが家族などと一緒に、地域の自然、歴史、風土、文化、産業等
についての理解と関心を深める体験的な学習活動等に参加することを通し
て、愛知への愛着と県民としての誇りをもつ環境の醸成

・ 保護者の有給休暇の取得を促進

2024年11月
27
(水)

26
(火)

25
(月)

24
(日)

23
(土)

22
(金)

21
(木)

県民の日勤労感謝
の日

あいちウィーク 22日（金）
36市町村が実施予
定

（3連休）25日（月)
15市町が実施予定

（3連
休）その他 ２市町
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愛知県「休み方改革」プロジェクト

③休暇を取得しやすい職場環境づくり

休み方改革マイスター企業認定制度の推進

１ 認定対象
中小企業者（中小企業基本法第２条）、医療法人・個人開

業医、社会福祉法人、学校法人、ＮＰＯ法人 など

２ 認定期間
認定日から２年を経過する日の属する年度末まで（更新あり）

３ 主な認定基準

〈年間スケジュール〉

主 な 認 定 基 準認定区分
• 愛知県「休み方改革」イニシアチブ賛同企業・団体
• 平均年次有給休暇取得率60％以上（※）
• 年次有給休暇の取得状況の公表（自社ＨＰ等）

【ブロンズ】

ブロンズに加えて以下を満たすこと
• 平均年次有給休暇取得率75％以上（※）
• 「あいちワーク・ライフ・バランス推進運動」賛同事業所
• 時間単位の年次有給休暇制度の導入

【シルバー】

ブロンズ、シルバーに加えて以下を満たすこと
• 平均年次有給休暇取得率90％以上（※）
• 経営者自身の積極的な休暇取得
• 男性従業員の育児休業取得

【ゴールド】

〈認定企業の主な優遇措置〉

【ブロンズ】
• 「休み方改革マイスター企業」の名称及び認定マークの使用
• 県のＨＰ等による企業名のＰＲ、各種セミナー等の情報提供
• 企画提案方式による県事業の委託先選定における評価点の加点
• 建設工事の入札参加資格審査における加点
• 建設工事の総合評価落札方式における加点（令和7年4月1日から）
• ハローワークの求人票における認定企業の表示

【シルバー】…ブロンズに加えて以下の優遇措置を実施
• 就職面接会・合同企業説明会・企業向けセミナーへの優先参加
• 県の制度融資の融資対象
• 県関係団体主催の企業向け講座等に係る受講料の減免等

【ゴールド】…ブロンズ及びシルバーに加えて以下の優遇措置を実施
• 知事表彰
• 副賞（年次有給休暇を付与する従業員全員に県の特産品等を贈呈）

通年 認定申請の受付
※特設サイト「あいちYOU休ナビ」にて申請

11月 休み方改革シンポジウムの開催（知事表彰式）

年次有給休暇の取得及び多様な特別休暇の導入を積極的に推進している中小企業等を奨励する「愛知県休み方改革マイスター企
業認定制度」により、労働者が各自の仕事や家庭の予定に合わせて休暇を取得できる職場環境づくりをより一層推進する。

※県が指定する特別休暇（あいちウィーク休暇、ラーケーション休暇等）を２つ以上導入し
ている 場合は、ブロンズは50％以上、シルバーは65％以上、ゴールドは80％以上とする。

〈制度の概要〉
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愛知県「休み方改革」プロジェクト

⑤地域が一体となった「休み方改革」の推進

愛知県「休み方改革」イニシアチブ

「休み方改革」につながる取組の実施を県民及び県内企業・団
体に働きかけ、１つ以上実施する企業・団体の取組等を紹介

「休み方改革」につながる取組
年次有給休暇の取得率向上及び連続取得の促進
• 子どもの休みに合わせた保護者の有給休暇取得の促進
• ｢あいちウィーク｣期間中の有給休暇取得の促進 等

多様な特別休暇の導入及び取得促進
会社独自に祝休日を平日に振替
夏季・冬季の電力需要の抑制にあわせた平日休業日の設定
ワーケーション、ブレジャーの促進
 「県民の日学校ホリデー」の創設・実施
 「ラーケーションの日」（校外学習活動の日）の創設・導入に向けた環境
整備

平日や閑散期の旅行需要の喚起を目的とした割引特典等の提供
愛知県「休み方改革」イニシアチブのシンボルである「あいちウィーク」の協賛
事業の実施

自社だけでなく、取引先とも一緒になって休み方改革を推進

経済界・労働界・教育界とともに、「休み方改革」を通じ、ワー
ク・ライフ・バランスの充実と生産性向上による地域経済の活性
化を目指す運動

地域が一体となって「休み方改革」を盛り上げ、愛知発で国民運動として全国に展開

全国知事会「休み方改革PT」
「休み方改革」を全国に広げ、国民運動として展開していくため、全国知事
会に「休み方改革プロジェクトチーム」を2022年11月に設置し、39都道府
県が参加。

日本経済団体連合会 小路副会長
への要請活動(2023年8月3日)

プロジェクトチームとして、提言・先行事例集を取りまとめ、国の関
係省庁、経済・労働団体、観光関係団体、教育関係団体等に要
請活動を実施。

また、令和6年全国知事会議in福井（2024年8月1日〜2日
開催）で実施されたセッションで、大村知事が座長として参加し、
有識者や参加知事と「休み方改革」をテーマに議論を行った。

全国知事会議 「休み方改革」セッション
(2024年8月1日)

＜有識者＞
・ （公社）経済同友会 副代表幹事兼観光戦略委員会委員長 伊達 美和子氏
・ （一社）日本旅行業協会（JATA）会長 髙橋 広行氏
・ フランス在住ライター（書籍「休暇のマネジメント」著者） 髙崎 順子氏
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愛知県「休み方改革」プロジェクト

⑥職員の「休み方改革」の推進

職員の連続休暇の取得促進

○ 大型連休における取組
ゴールデンウィーク、盆及び年末年始に「休暇奨励日」を設定。
多くの職員が連続休暇を取得しやすい職場環境を整え、休暇の
取得を奨励。
○ 休暇取得率
各日「半数」を目安
※県民生活に大きな支障が見込まれる県民サービス施設等を除く

○ 行事の見直し
休暇奨励日に例年実施している行事等は可能な限り、延期・
前倒し等を検討

・ゴールデンウィーク

・盆

・年末年始

時期分散型の連続休暇取得の取組大型連休にあわせた連続休暇取得の取組

○ 「あいち マイ・ウィーク・プラン」
各職員が希望する時期に7日間の「マイ・ウィーク」を設定。
当該期間に5日間以上（土日祝＋平日に休暇）の連続休暇を
取得する。（複数回を推奨）

＜設定例＞
・「あいちウィーク」及び「県民の日学校ホリデー」に合わせて設定

子どもとラーケーションへ

・祝日がない月に設定

ゆっくり過ごしてリフレッシュ

・気候が良い時期に設定

平日を利用して旅行へ

水火月日土金木
27日26日25日24日23日22日11月21日
休暇休暇休暇休暇出勤

マイ・ウィー
ク

木水火月日土金
13日12日11日10日9日8日6月7日
出勤休暇休暇休暇出勤

火月日土金木水
15日14日13日12日11日10日10月9日
出勤スポーツ

の日
休暇休暇出勤

マイ・ウィー
ク

マイ・ウィー
ク

月日土金木水火月日土
6日5日4日3日2日5月1日30日29日28日4月27日
振替
休日

こども
の日

みどり
の日

憲法
記念日

休暇
奨励日

休暇
奨励日

休暇
奨励日

昭和
の日

日土金木水火月日土
18日17日16日15日14日13日12日11日8月10日

休暇
奨励日

休暇
奨励日

休暇
奨励日

休暇
奨励日

振替
休日山の日

月日土金木水火月日土金
6日5日4日3日2日1月1日31日30日29日28日12月27日
休暇
奨励日

休暇
奨励日 通常の年末年始の休日
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労働相談グループの主な業務内容

１ あいち労働総合支援フロア

設置場所：愛知県産業労働センター
（ウインクあいち）１７階
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労働相談グループの主な業務内容

２ 労働相談の実施状況

37

第1位 第2位 第3位

2019年度 労働契約 退職・退職金 賃金

2020年度 賃金 労働契約 職場の人間関係

2021年度 労働契約 賃金 職場の人間関係

2022年度 労働契約 賃金 職場の人間関係 

2023年度 職場の人間関係労働契約 賃金



労働相談グループの主な業務内容

３ 公益通報者保護制度（公益通報者保護法）

（1） 内部通報制度

企業が、組織内の不正行為に関する従業員等か
らの通報を受付け・調査・是正する制度。
2020 年 ６ 月の公益通報者保護法の改正により、

従業員数（アルバイト、契約社員、非正規社員、派
遣労働者等も含む）が 300 人を超える企業には、

内部通報制度の整備が義務付けられ、また、従業
員数が 300 人以下の企業は、内部通報制度の整
備に努めることとされている。
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労働相談グループの主な業務内容

「公益通報」として保護の対象となるための主な要件は
以下のとおり。
(1) 通報できる事例

「国民の生命、身体、財産その他の利益の保護」
に関わる法律（約500本）に規定する犯罪行為、過

料対象行為、又は刑罰若しくは過料につながる行
為

(2) 通報できる人

正社員や公務員、派遣社員、アルバイト、パートタ
イマーのほか、業務委託先の社員やアルバイトも
含まれる。また、勤務先を退職してから1年以内の
退職者や、派遣先での勤務終了から1年以内の

退職者も含まれ、取締役や監査役などの役員も
含まれる。

(３) 通報先
・事業者内部（労務提供先）
・行政機関（処分等の権限を有する行政機関）

・報道機関等その他の事業者外部（被害の拡大
防止等のために必要と認められる者）

※いわゆるパワー・ハラスメントやセクシュアル・ハラスメントについては、そのハラスメントが暴行・脅迫や不同意わ
いせつなどの犯罪行為に当たる場合は、公益通報者保護法によって保護される内部通報に該当。
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（２） 公益通報者保護



労働相談グループの主な業務内容

40

（３） 行政（愛知県）に公益通報があった場合の取扱い



就業促進課の組織及び業務内容
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就業促進課の組織

３グループで各種事業を実施

• 外国人等の雇用促進
• 愛知県プロフェッショナル人材戦略拠点の運営

業務・調整グループ

• 若年者（新卒者等を含む）の雇用促進
• 中小企業の人材確保支援
• ＵＩＪターンの促進
• 就職氷河期世代への就労支援

• あいち若者職業支援センター（ヤング・ジョブ・あいち）の
運営

若年者雇用対策グループ

• 中高年齢者の雇用促進
• 障害者の雇用促進
• あいち障害者雇用総合サポートデスクの運営

高齢者・障害者雇用対策グル－プ

42

※関係の深い他部局 政策企画局国際課（留学生関連）

県民文化局社会活動推進課多文化共生推進室（外国人関連）

福祉局障害福祉課（障害者就労関連）



業務・調整グループの主な業務内容

１ 外国人等の雇用促進

セミナー及び個別相談会の開催
特定技能等の制度概要や外国人材受入れ環境整備のポイント等についての講演、
外国人材を活用した企業の好事例紹介、セミナー参加者を対象とした個別相談会
を実施

外国人材雇用ニーズ調査の実施
県内企業における外国人材活用に係る実態や課題、ニーズ、企業が行っている
サポート状況等について、県内企業12,000社を対象として調査を実施

（１） 外国人材確保支援事業

特定技能外国人等の受入れを支援するため、外国人材の受入れ体制が整っていない
県内中小企業に対して、制度概要や受入れノウハウに関するセミナー及び個別相談会
を実施するとともに、県内企業等における外国人雇用の実態や課題、雇用ニーズ等の
調査を実施。
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業務・調整グループの主な業務内容

１ 外国人等の雇用促進

（２） 外国人雇用促進事業

定住外国人の県内企業への一層の就労を促進するため、相談窓口の設置や企業に対
する専門家の派遣などの伴走型支援、外国人の積極的な雇用や定着が図れるよう意
識を醸成するセミナーの実施など、きめ細かな支援を実施。

相談窓口の設置
定住外国人、企業双方からの相談に対応

外国人雇用・定着セミナー
在留資格など外国人雇用に関する基礎的な知識、受入れ環境整備、募集、面接に
関するアドバイス等の講演及び伴走型支援を活用した企業の事例紹介を実施

伴走型支援プロジェクト
企業と定住外国人の双方を継続的にサポート
【定住外国人】日本語の学習をはじめとした就職のための準備講習
【企業】支援企業８社に対し、相談員による週１回程度の支援や行政書士など

専門家派遣を実施
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業務・調整グループの主な業務内容

１ 外国人等の雇用促進

（３） 介護分野外国人就職支援事業

不足する介護人材の就労を促進するため、介護職への就労を希望する定住外国人に
対して雇用型訓練を実施し、必要な知識・技術を習得させることで、介護事業所への正
規雇用へとつなげる。

対象者（定員30名）
現在失業中の定住外国人で、カタカナ、ひらがなの読み書き、一定程度の
日常会話が可能な日本語能力を有しているもの等

訓練内容
日本語教育研修、介護職員初任者研修（座学）３か月、職場実習研修２か月

就職者数
152名（2015年～）
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業務・調整グループの主な業務内容

２ プロフェッショナル人材の活用促進

（１） 愛知県プロフェッショナル人材戦略拠点の運営

【プロフェッショナル人材の例】
・大手精密機械メーカーで人事開発担当部長、秘書室長等を歴任する等、人事・総務に精通
・大手通信会社で法人営業に従事、過去には新規事業開発や子会社の管理体制構築等も経験
・フリーランスとして県内企業4,5社のWeb集客やSNSに関するアドバイザーとして活躍
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若年者雇用対策グループの主な業務内容

１ 若年者の雇用促進

（１） 中小企業人材確保奨学金返還支援事業

新規雇用者の奨学金返還支援に取り組んでいる中小企業等に対して、返還費用の一
部を補助するとともに、企業情報等をＷＥＢサイトに掲載し、学生等に周知することで中
小企業等の人材確保を支援

2024年度新規事業

・補助対象：奨学金返還支援制度を整備し、県への登録を行ったうえで従業員に奨
学金返還のための手当を支給又は代理返還をしている県内中小企業等

・補 助 額 ：補助率１／２

対象従業員1人当たり上限20万円／年
（採用年度から最大３年間）

あいち奨学金返還支援ネット
Webページ

登録企業数 ８８社（2024年9月末現在）
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若年者雇用対策グループの主な業務内容

◆対象従業員

対象企業に2024年4月以降に雇用され、以下

の要件を満たす従業員

・県内事業所に正社員（試用期間含む）として

勤務する者

・雇用保険被保険者である者

・(独)日本学生支援機構等の貸与型奨学金を

返還中又は返還予定の者 など

◆対象奨学金

・(独)日本学生支援機構等の貸与型奨学金

・地方公共団体、大学、民間企業その他の機関が実施する貸与型奨学金

（ただし、愛知県地域医療確保修学資金、保育士修学資金貸付金、介護福祉士等修学資金

貸付金、福祉系高校修学資金等その他の学資金で、特定の職種へ就職した場合や特定の

地域に居住した場合等に返還の全部又は一部が免除されることとなるものを除く。）

・厚生労働省が所管する職業訓練に係る融資のうち、技能者育成資金融資
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若年者雇用対策グループの主な業務内容

１ 若年者の雇用促進

（２） 中小企業人材確保事業

離転職者と人手不足業界とをマッチングするとともに、就活に臨む学生の視野を広げ、
人手不足業界への就職につなげることにより、中小企業の人材確保を支援

・自社の魅力を抽出・再整理し、求職者の志望動機の高めるポイントを取得する採用支援セミナー

・就活前の学生等を対象に、各業界の魅力を発信する業界研究ウィーク

・求職者に対する職場体験を通じて、各企業・業界の魅力を訴求する１日職場体験

あいち就職支援プロジェクト(2024年度)

介護・建設・警備・運輸・サービス産業の中小企業を対象とした採用戦略支援塾

合同企業説明会で自社をアピールし、求職者とマッチング
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若年者雇用対策グループの主な業務内容

１ 若年者の雇用促進

（３） ヤング・ジョブ・あいちの運営

若者の活躍を支援するため、愛知労働局と連携して運営する
「ヤング・ジョブ・あいち」で、就業に関するサービスをワンストップで提供

・心理の専門家やキャリアコンサルタントによる若者・家族就職相談
・エントリーシートの作成、面接指導などのきめ細やかな就職支援

ヤング・ジョブ・あいち
Webページ

交通アクセス
最寄り駅：地下鉄東山線・鶴舞線「伏見」駅
※東改札口（東山線・栄方面ホーム先頭）から徒歩2分

伏見地下街のＤ出口を上がってすぐ
50



若年者雇用対策グループの主な業務内容

２ ＵＩＪターンの促進

（１） あいちＵＩＪターン支援センターの運営

首都圏、関西圏など県外からのＵＩＪターンを促進し、県内産業の人材確保を図るため、県内
企業の情報提供や就職イベント等を通じたＵＩＪターン希望者の掘り起こし等を実施

・東京と名古屋にセンターを設置

・首都圏からの移住求職者向けに県内中小企業等の求人情報を提供するマッチング
サイトの運営、「移住支援金」や「地方就職支援金」を支給する市町村への補助

あいちUIJターン
支援センター
Webページ

【東京】 【名古屋】
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若年者雇用対策グループの主な業務内容

２ ＵＩＪターンの促進

（２） 「移住支援金」の支給
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若年者雇用対策グループの主な業務内容

３ 就職氷河期世代への就職支援

（１） あいち就職氷河期世代活躍支援プラットフォーム 全国に先駆けて設置！
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若年者雇用対策グループの主な業務内容

３ 就職氷河期世代への就職支援

（２） 就職氷河期世代就職支援事業
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高齢者・障害者雇用対策グル－プの主な業務内容

１ 障害者の雇用促進

（１） 障害者雇用率制度（障害者雇用促進法43条第1項）

常用労働者の数に対する割合（障害者雇用率）を設定し、事業主に障害者雇用率達成義務
等を課している。

55

計算方法＝

2026年7月～2024年4月～

2.7%2.5%民間企業の場合

37.5人以上40.0人以上対象事業主の範囲

雇用率は企業に義務付けられた制度のため、達成した場合は調整金及び報奨金が支給さ
れるが、未達成の場合は、納付金を支払わなければならない。

納付金：不足1人につき月額50,000円

調整金：超過1人につき月額29,000円（常用雇用労働者数100人超）

報奨金：超過1人につき月額21,000円（常用雇用労働者数100人以下）



高齢者・障害者雇用対策グル－プの主な業務内容

１ 障害者の雇用促進

（２） あいち障害者雇用総合サポートデスクの運営

愛知労働局と一体となって地域の障害者就労支援機関と連携しながら、障害者雇用に
取り組む企業をサポートする企業相談窓口「あいち障害者雇用総合サポートデスク」を
運営（2019年５月開設）

・就労支援者の養成
・あいちジョブコーチの派遣
・障害者雇用優良企業のＰＲ動画の作成

県と国の共同設置は全国初！

設置場所：愛知県産業労働センター
（ウインクあいち）１７階
あいち労働総合支援フロア内 56



高齢者・障害者雇用対策グル－プの主な業務内容

１ 障害者の雇用促進

（３） 中小企業応援障害者雇用奨励金

県内企業の障害者雇用を支援するため、障害者雇用の経験がない中小企業が障害者を
初めて雇用した場合に最大６０万円の奨励金を支給

・週10時間以上20時間未満で働く重度身体・重度知的・精神障害者・・・・・・15万円
・週20時間以上30時間未満で働く身体・知的障害者・・・・・・・・・・・・・30万円
・週30時間以上で働く身体・知的障害者及び週20時間以上で働く精神障害者・・60万円
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高齢者・障害者雇用対策グル－プの主な業務内容

１ 高年齢者の雇用促進

（１） 中高年齢者再就職支援・高年齢者人材確保支援

高年齢者等が意欲と能力がある限り年齢にかかわりなく働くことができる企業の増
加に向け、生涯現役社会の実現に向けた社会的機運の醸成を図るとともに、多様な
ニーズに応じた効率的な就職支援を行う
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産業人材育成課
技能五輪・アビリンピック推進室

59

の組織及び業務内容



産業人材育成課、技能五輪・アビリンピック推進室の組織

６グループで各種事業を実施

＜技能五輪・アビリンピック推進室＞

• 産業人材育成支援センターの運営
• デジタル人材の育成支援
• 職業訓練指導員の試験・免許交付

人材育成グループ

• 公共職業訓練全般のとりまとめ
• 県立高等技術専門校の管理・運営
• 愛知障害者職業能力開発校の管理・運営

公共訓練グループ

• 技能検定全般のとりまとめ
• あいち技の伝承士の派遣
• 県優秀技能者表彰の実施

技能振興グル－プ

• 技能五輪全国大会・全国障害者技能競技大会（全国アビ
リンピック）の開催

• 技能五輪国際大会の開催準備
• モノづくり魂浸透事業の実施
• Junior Skills「アイチータ杯」の開催

企画・調整グループ

全国大会グループ

国際大会グループ
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人材育成グループの主な業務内容

１ 産業人材育成支援センターの運営

◯ 産業人材育成連携コーディネーターの設置

 設置場所：産業人材育成課内

 体 制：2名（企業OB等）

 活動内容：中小企業等を訪問し、人材育成研修・職業訓練などの情報提供、相談対応

 事業概念図

◯ ひと育ナビ・あいちの運営

 職業訓練、キャリア教育等の産業人材育成情報を一元化して発信するポータルサイトの管理・運営

◯ あいち経営者人材育成塾（森岡塾）の開催

 中小企業経営者を対象に、有識者の講義、企業訪問、参加者同士の意見交換会を開催
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人材育成グループの主な業務内容

２ デジタル人材の育成支援
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公共訓練グループの主な業務内容

１ 県立高等技術専門校の管理・運営
県立高等技術専門校3校（名古屋、岡崎、東三河）において、モノづくり分野を中心とした職業訓練を実施をする

とともに、民間教育訓練機関に委託した職業訓練も実施

◯ 普通課程訓練（対象：34歳以下の高等学校卒業者、中学校卒業者）

 職業に必要な基礎的な知識・技能を習得させる職業訓練（1年又は2年）を実施

 主な訓練科：組込みシステム科、建築デザイン施工科、機械技術科 等

◯ 離転職者訓練（対象：離転職者）

 再就職に必要な知識・技能を習得させる職業訓練（6か月～1年）を実施

 主な訓練科：3Dモデリング科、電気工事科、インテリア科 等

◯ 在職者訓練（対象：在職者）

 IoT等のデジタル活用分野など、短期間（2日間）のレディメイド型及びオーダーメイド型のスキルアップ講座を実施

 全165コース、1600人 うちデジタル活用分野85コース850人

◯ 雇用セーフティネット対策訓練（対象：離職者等）

 専門学校等の民間教育訓練機関等に委託し、デジタル分野、介護・福祉分野などの職業訓練（2か月～2年）を実施

 全275コース、4,893人 うちデジタル活用分野166コース3,198人
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公共訓練グループの主な業務内容

©安藤正基・一迅社／愛知県立田金高等学校
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２ 愛知障害者職業能力開発校の管理・運営

国が設置した愛知障害者職業能力開発校の管理・運営を国の委託を受けて実施

◯ 離転職者対象訓練

 障害の内容に配慮した職業訓練（3か月～1年）を実施

 主な訓練科：ITスキル科、OAビジネス科、総合実務科 等

 総合実務科は、名古屋校、岡崎校でも実施

◯ 委託訓練

 企業、社会福祉法人、NPO法人等に委託して、障害者の雇用ニーズに対応した職業訓練（1か月～3か月）を実施

 全67科200人

３ 高等技術専門校の再編整備

組織再編と施設設備を一体的に進め、地域や企業ニーズに踏まえたモノづくり人材の育成機能を強化し、
中小企業への支援の充実を図るため2018年度から実施

◯ 主な実施内容

 岡崎校の建て替え

 ２拠点体制へ再編（三河校へ組織再編（岡崎校・東三河校））

 新訓練科実施のための訓練機器の整備

 一宮校・高浜校の廃止

公共訓練グループの主な業務内容

名古屋校 名古屋校 （2019年度～）

一宮校 （廃止） 窯業校

窯業校 （組織再編）

岡崎校 （組織再編） 三河校 （2025年度～）

高浜校 （廃止） 東三河校

東三河校 （組織再編）

【専門校の再編イメージ】

＜再編前（2018年度）＞ ＜再 編 後＞
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公共訓練グループの主な業務内容
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技能振興グループの主な業務内容

１ 技能検定全般のとりまとめ

◯ 技能検定制度の概要

 「働く人々の有する技能を一定の基準により検定し、国として証明する国家検定制度（1959年度から実施）

 現在、131職種（都道府県111職種、指定試験機関20職種）設定

 技能検定職種：機械加工、電気機器組立て、造園、家具製作、菓子製造、フラワー装飾 等

◯ 技能検定試験の概要

 各都道府県が都道府県職業能力開発協会に行わせているのが一般的（本県も同様）

 試験回数：年2回（前期：7月～8月、後期：1月～2月）

 試験区分等：

◯ 本県の技能検定試験合格者の状況

 2023度は6,673人、累計38万8,259人（外国人技能実習生除く）であり、技能士数は全国一
＜2023年度実績＞ （人）

区　分 特級 １級 ２級 ３級 単一等級 合　計

受験者数 575 3,594 6,557 2,090 227 13,043

合格者数 211 1,698 3,286 1,356 122 6,673 67



技能振興グループの主な業務内容

２ あいち技の伝承士の派遣

◯ 「あいち技能伝承士バンク」の管理運営

 指導力に優れた企業OB等の熟練技能者を、実技指導の講師
「あいち技の伝承士」として認定・登録

 登録者数：97名（2024年7月末日現在）

 登録職種：機械加工、溶接、建築大工、理容、菓子製造 等

◯ 「あいち技の伝承士」の派遣

 若手従業員、外国人技能実習生等の実技指導の講師として、
中小企業等に派遣

 派遣日数：31団体128人日（１企業あたり４日間程度）

３ 県優秀技能者表彰（あいちの名工）の実施（知事表彰）

県内の優秀な技能者を表彰することにより、技能者に対する社会一般の認識を高めるとともに、
技能者の社会的地位及び技能水準の向上を図る

 制度創設：1967年度

 表彰人数：毎年100名程度

 表彰式開催日・場所：2024年11月頃・愛知県庁講堂

【伝承士派遣の様子】

＜表彰実績＞

区　分 職種 表彰者数 うち女性

2023年度 44 99人 4人

累計
（1967年度～）

― 5,200人 160人
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１ 技能五輪全国大会・全国障害者技能競技大会（全国アビリンピック）の開催

＜大会の概要＞

◯ 技能五輪全国大会は、原則23歳以下の青年技能者が40余りの職種で技能レベルの日本一を競う大会

◯ 全国障害者技能競技大会は、15歳以上の障害のある方が20余りの種目で、職場などで培った技能を競う大会

＜2024年度＞

◯ 本県は主催者の一員として、式典等を開催するほか、技能五輪全国大会・全国アビリンピックを盛り上げるための

取組を実施

 技能五輪・アビリンピック合同開会式、アビリンピック閉会式、技能五輪閉会式、各選手交流会

 キッチンカーによる地元グルメの提供等を行う併催イベントの開催

 高校生、特別支援学校高等部生徒や技能士等専門家による競技解説ガイドの配置

 大会出場を目指す選手の育成費及び大会参加費の助成 等

技能五輪・アビリンピック推進室の主な業務内容

大会名 第62回技能五輪全国大会 第44回全国アビリンピック

日　程 2024年11月22日(金)～25日(月) 2024年11月22日(金)～24日(日)

会　場

愛知県国際展示場(Aichi Sky Expo)、元愛知県立常滑高等学校、
愛知県立愛知総合工科高等学校、春日井市落合公園体育館、
中部職業能力開発促進センター（ポリテクセンター中部）
ほか、県外８会場

愛知県国際展示場(Aichi Sky Expo)

主　催 厚生労働省、愛知県、中央職業能力開発協会 (独)高齢・障害・求職者雇用支援機構、愛知県
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技能五輪・アビリンピック推進室の主な業務内容

＜2025年度＞

◯ 2023年度から2025年度まで、史上初の３年連続開催。

２ 技能五輪国際大会の開催準備

◯ 大会の概要（主催：ＷＳＩ（ﾜｰﾙﾄ･ﾞｽｷﾙｽ･ﾞｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ））

 2年に一度開催される、幅広い職種（62）の青年技能者（原則22歳以下）を

対象とした、唯一の世界レベルの技能競技大会

 開催期間：2028年11月15日から20日までの６日間

（65以上の国・地域から約5,300名が参加予定）

 競技会場：Ａｉｃｈｉ Ｓｋｙ Ｅｘｐｏ（愛知県国際展示場） 閉会式：：IGアリーナ

 開催テーマ：技能がつなぐ、持続可能な未来 【WSI総会における知事の最終プレゼンテーション】

第45回全国アビリンピック第63回技能五輪全国大会大会名

2025年10月17日(金)～19日(日)2025年10月17日(金)～20日(月)日 程

愛知県国際展示場(Aichi Sky Expo)愛知県国際展示場(Aichi Sky Expo)始め県内または県外数会場会 場

(独)高齢・障害・求職者雇用支援機構、愛知県厚生労働省、愛知県、中央職業能力開発協会主 催
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３ モノづくり魂浸透事業の実施

児童・生徒に技能者への憧れやモノづくりへの関心を高めるとともに、技能五輪やアビリンピックに対する興味や関心を

持ってもらうため、技能五輪メダリスト等による派遣講座、技能五輪・アビリンピックを目指す選手が行う練習見学会を

実施

◯ 対 象：県内の小学校（概ね４～６年生）、中学校、特別支援学校

◯ 2024年度（予定）： 派遣講座67回、 練習見学会5回

４ Junior Skillｓ「アイチータ杯」の開催

デジタル技術への興味を深め、未来のデジタル人材の育成につなげるため、ロボット製作とプログラミングによる制御を

競い合う競技大会を開催

技能五輪・アビリンピック推進室の主な業務内容

【技能五輪メダリストよる派遣講座】

【使用するロボットキット】

10月26日（土）9月28日（土）開 催 日

中学生小学生対 象

60人予定
（1チーム3名・20チーム）

87人参加人数

中京テレビ放送 １階Ｃプラザ会 場
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